（様式２）
「栃木県子ども若者・ひきこもり総合相談センター運営等業務」企画提案書
１　事業実施方針（子ども若者・ひきこもりを取り巻く現状を踏まえた事業の趣旨・目的）
　【評価項目（1）に対応】
	


２　提案する事業の内容（支援対象者に配慮した支援方法を盛り込むこと）
(1) 相談業務の実施運営
【評価項目（2）に対応】
	相談窓口の運営（開所日、開所時間、相談員の技能・経験、手法等）について記載すること。



 (2) 広報計画

【評価項目（3）に対応】

	効果的な広報計画について、具体的に記載すること。（例えば、支援の必要性が高いが、公的機関につながりにくい子ども・若者への周知方法など。）



(3) 各関係機関との連携状況

　  【評価項目(4)に対応】

	①これまでの活動において築いた国、県等の関係機関との連携、協力体制について記載すること。（ない場合は、今後の取組について記載すること。）



	②相談事業において受け付けた相談の処理について、国、県等の関係機関とどのように連携を図っていくか記載すること。



	③子ども・若者支援地域協議会の運営について、支援機関同士の連携をどのように図っていくか記載すること。



	④市町の相談支援機能の充実・強化をどのように図っていくか記載すること。

	⑤中高年のひきこもり支援について、市町の支援体制構築をどのように支援していくか記載すること。


(4) 講演会の開催

　  【評価項目(5)に対応】
	　子ども若者、ひきこもりをめぐる環境への適切な理解と支援への気運を醸成することを目的とした講演内容、対象者、時期等を記載すること。



(5) セミナーの開催

　  【評価項目(6)に対応】

	　対象者の家族等を対象に、悩みの軽減、その後の自立に向けた考え方や行動等にヒントやアドバイスを与えられるような内容を記載すること。



(6) ひきこもり当事者等による居場所づくり
　  【評価項目(7)に対応】

	　居場所の具体的な設置・運営方法や当事者（ピアサポーター）等の関わりについて記載すること。




 (7) ひきこもりサポーター養成研修・継続研修開催

　  【評価項目(8)に対応】

	①養成研修については、ひきこもりの基本的な知識（ひきこもりの概要、支援方法、支援上の注意点等）を学ぶことができる内容を記載すること。

　


	②継続研修については、支援事例等をふまえ、関係機関との連携や家族との関わり方等を学ぶことができる内容を記載すること。




(8) 受け付けた相談の記録・管理方法
【評価項目(9)に対応】

	相談記録のまとめ方、管理方法について記載すること。



	本業務実施にあたって入手した個人情報についての取扱方針、管理方法、流出・漏洩防止対策について記載すること。


３　人員体制（配置を計画する職員の資格・経験・能力等について記載すること。）
　　【評価項目(10)に対応】
(1) 業務実施に関わる人員体制等
	役割・職名
	氏名
	保有資格・経歴・能力等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 本業務を実際に担当することとなるスタッフについて記載すること。欄が不足する場合には、適宜追加すること。
· 「保有資格・経歴・能力等」欄には、本業務の実施に必要な専門的知識、ノウハウに関する内容を記載すること。
· 実績や経歴等の説明のために必要な事項がある場合は、別途紙面を追加して記載すること。

(2)　本業務に関する業務体制図
	本業務に関する指揮命令系統がわかるように図示すること。



４　その他（特に提案したい内容など）
	(例)専門家（精神科医等）による予約制の相談会など。



· この欄は必須記入項目ではないが、企画提案に際し、特にアピールしたいことなどがあれば記載すること。
注）記載スペースは適宜調整すること。ページ数の指定はない。
※　人員体制


(1)主任相談員及び相談員の配置


上記３に示す業務を遂行できる体制として、センターのマネジメントを行う者（以下「主任相談員」という。）、相談窓口を担当する者（以下「相談員」という。）等適切な人員を配置すること。ただし、電話相談業務については常時２回線以上の体制とすること。


(2)訪問相談支援員の配置


困難ケースへの対応を含めた訪問支援を強化するため、訪問相談支援員を配置すること。


(3)市町村等支援員の配置


市町及び関係機関への後方支援の機能を発揮するため、市町職員等に対して、支援（ひきこもりサポーター派遣を含む）に関する助言や相談対応等を行う、市町村等支援員を配置すること。


(4)中高年支援相談員の配置


中高年のひきこもり支援を強化するため、相談業務を行うとともに、市町の中高年のひきこもり支援体制構築を支援する中高年支援相談員を配置すること。


 (5)相談員の資質


①(1)の相談員については、次に掲げるいずれかに該当する者とし、少なくとも２名はアに該当する者とする。


ア　保健師、精神保健福祉士、社会福祉士等の専門的資格を有する者


イ　ひきこもり、ニート、不登校等の困難を抱える子ども・若者等に関する相談業務の経験を概ね３年以上有する者


②(2)訪問相談支援員・(3)市町村等支援員については、ひきこもり支援に経験及び知識を有する者とする。


(6)相談員等の人数


　  上記(1)～(4)については７名配置すること。また、その他事務職員を１名配置すること。

















